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サービス／その他 
151,193
20.2％ 

第128期 第129期 

食品事業
596,608

79.8％ 
 

市乳部門
294,674

61.2％ 

乳製品部門 
66,523
13.8％ 

その他部門 
52,506
10.9％ 

飲料部門 
30,213
6.3％ 

アイスクリーム部門 
37,287
7.8％ 

（百万円） 

（百万円） 

第129期 
481,206

第129期 
702,750

（事業別の売上高は消去前の金額） 

13.56
13.42

26.74

18.79

32.73

21.15

33.86

27.26

42.81

28.84

食品事業

当事業には、牛乳、乳製品、アイスクリーム他食品の製造・販

売が含まれます。

売上高は、ヨーグルトなどの売上増があったものの、牛乳類等

の売上が前期実績を下回ったことなどにより、前期比1.5%減の

5,966億8百万円となりました。営業利益につきましては、海外

原料や包装材料のコストアップがあったものの、ヨーグルトなど

の売上増に伴うプロダクトミックス改善効果に加え、経費全般の

見直し効果などにより、前期比21.6%増の200億2千2百万円と

なりました。

サービス／その他事業

当事業には、飼料事業、物流事業、その他事業が含まれます。

売上高は、物流事業や飼料事業の売上が前期実績を上回ったこ

となどにより、前期比1.3%増の1,511億9千3百万円となりまし

た。営業利益につきましては、飼料事業において原料穀物のコス

トアップがあったことなどにより、前期比1.6%減の34億6千万

円となりました。

事業別の概況（連結）
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市乳部門

乳製品部門

牛乳類は前期実績を下回りましたが、「明治ブルガリアヨーグルト

LB81」、「明治プロビオヨーグルトLG21」などのヨーグルトが好調

に推移したことなどにより、当部門の売上高は前期比0.1％増の

2,946億7千4百万円となりました。

チーズ、バター、乳児用コナミルクなどにより構成される当部門に

おきましては、チーズ、バターが前期実績を上回りましたが、乳児用

コナミルクが前期実績を下回ったことなどにより、当部門の売上高は

前期比1.0％減の665億2千3百万円となりました。

部門別の概況（単体）
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連結財務諸表

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

固 定 資 産

資 　 産 　 合 　 計

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　　目

連結貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

当　期
平成19年3月31日現在

155,780

227,779

383,560

182,255

55,260

237,515

―

―

―

―

―

―

―

―

135,481

33,646

31,993

70,407

△ 566

8,272

8,272

2,291

146,044

383,560

前　期
平成18年3月31日現在

136,458

224,675

361,134

167,346

78,817

246,164

2,273

23,090

21,434

58,505

10,059

△ 394

112,695

361,134

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

科　　目
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（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増加（△減少）額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

科　　目

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （単位：百万円）

当　期
平成18年4月 1日から
平成19年3月31日まで

37,123

△ 15,447

△ 11,433

10,242

3,621

13,863

前　期
平成17年4月 1日から
平成18年3月31日まで

31,256

△ 17,919

△ 13,490

△ 153

3,774

3,621

平成18年3月31日残高

当期変動額

新株の発行

役員賞与（注）1.

剰余金の配当（注）1.

剰余金の配当

当期純利益

持分法適用会社の増加に伴う増加

連結子会社株式の売却に伴う減少

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計

平成19年3月31日残高

23,090

10,556

10,556

33,646

21,434

10,556

2

10,558

31,993

58,505

△ 35

△ 1,183

△ 986

13,708

424

△ 26

11,902

70,407

△ 394

△ 176

4

△ 172

△ 566

102,636

21,112

△ 35

△ 1,183

△ 986

13,708

424

△ 26

△ 176

6

32,844

135,481

10,059

△ 1,787

△ 1,787

8,272

2,273

17

17

2,291

114,969

21,112

△ 35

△ 1,183

△ 986

13,708

424

△ 26

△ 176

6

△ 1,769

31,075

146,044

資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

少数株主
持分

純資産
合計

株 主 資 本 評価・換算差額等

連結株主資本等変動計算書　当期（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）

資本金

（単位：百万円）

（注）1. 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。
2. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 「連結貸借対照表」および「単体貸借対照表」

平成18年5月1日施行の会社法により、「資本の部」が廃
止され、「純資産の部」が新設されました。
これは貸借対照表上、資産性を持つものを「資産の部」、

負債性を持つものを「負債の部」に記載し、それらに該当し
ないものを資産と負債の差額として「純資産の部」に記載す
るものです。
これにより、会社の支払能力などの財政状態をより適切に

表示することが可能となります。

「連結株主資本等変動計算書」
平成18年5月1日施行の会社法により、「連結株主資本等

変動計算書」が新設されました。
これは貸借対照表の純資産の部の中で、主として株主の皆

様に帰属する株主資本について、その1会計期間における変
動事由と変動額を、連結ベースでご報告するために作成する
計算書類です。
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単体財務諸表

貸借対照表（要旨）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 （注）1．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2．期間中における剰余金の変動は、平成18年5月1日施行の会社法により新設さ
れた「株主資本等変動計算書」で説明されるため、損益計算書末尾の「未処分
利益」の計算区分は廃止されました。

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産
固 定 資 産

資 産 合 計
（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債
固 定 負 債

負 債 合 計
（ 資 本 の 部 ）

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金
自 己 株 式

資 本 合 計
負 債 及 び 資 本 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計
負 債 及 び 純 資 産 合 計

当　期
平成19年3月31日現在

138,197
183,940
322,137

153,242
42,726

195,969

―
―
―
―
―
―
―

118,507
33,646
31,993
53,434
△ 566
7,660
7,660

126,168
322,137

前　期
平成18年3月31日現在

103,711
178,842
282,554

122,514
60,192

182,706

23,090
21,434
46,398
9,318
△ 394
99,847

282,554

―
―
―
―
―
―
―
―
―

損益計算書（要旨）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

当　期
平成18年4月 1日から
平成19年3月31日まで

前　期
平成17年4月 1日から
平成18年3月31日まで

484,285

344,458

139,827

124,588

15,239

2,862

2,399

15,702

5,279

7,380

13,600

4,004

1,500

8,096

3,159

887

10,368

481,206

338,037

143,168

124,897

18,271

2,968

2,865

18,373

4,185

6,034

16,524

4,728

2,560

9,235

―

―

―

平成18年3月31日残高
当期変動額
新株の発行
役員賞与（注）1.
剰余金の配当（注）1.
剰余金の配当
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の処分
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
平成19年3月31日残高

23,090

10,556

10,556
33,646

21,434

10,556

2

10,558
31,993

46,398

△ 30
△ 1,183
△ 986
9,235

7,036
53,434

△ 394

△ 176
4

△ 172
△ 566

90,529

21,112
△ 30

△ 1,183
△ 986
9,235
△ 176

6

27,978
118,507

9,318

△ 1,658
△ 1,658

7,660

99,847

21,112
△ 30

△ 1,183
△ 986
9,235
△ 176

6
△ 1,658

26,320
126,168

資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

純資産
合計

株 主 資 本 評価・換算差額等

株主資本等変動計算書（要旨） 当期（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）

資本金

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

科　　目 科　　目

（注）1．平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。
2．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
3．平成18年5月1日施行の会社法により、「利益処分計算書」が廃止され、「（単体）株主資本等変動計算書」が新設されました。
これは貸借対照表の純資産の部の中で、主として株主の皆様に帰属する株主資本について、その1会計期間における変動事由と変動額を、単体ベースでご報告するために作成する計算書類です。
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レポート

平成18年12月、当社は「明治クオリアス」を制定し、公表しました。「明治クオリアス」とは、MEIJI Quality Assurance

Systemの略称で当社独自の全社的な品質保証システムです。商品開発から生産、物流、販売、お客様コミュニケーションに至る

全ての工程で行う品質保証活動を明文化し、全社員が実践することで、「お客様の満足と信頼を得る」ことを目的としています。

また、「明治クオリアス」の制定に際しては、従来部門毎に策定していた品質保証に対する取り組みや考え方、基準、規則を一貫

したものに改め、体系化しました。

当システムは、制定により完了するのではなく、その後の活動によりさらに高い品質を目指すものであり、平成19年度は、「明

治クオリアス」の浸透を図ると同時に、標準・基準類の整備を行いながら、運用を開始し、平成21年度には、明治乳業グループ

全体で運用できるように展開を図っていきます。

・明治乳業品質憲章

明治乳業は、お客様の満足と信頼が得られる品質を追求し、全社全部門を挙げた品質保証体制のもと、安全で魅力的な商品と

サービスを提供する。

「明治クオリアス」の取組方針は次の通りです。

・取組方針

漓「お客様に約束する品質」を明確にする。

滷「お客様に約束する品質」を実現するために、商品開発から生産、販売、お客様コミュニケーションに至る全ての工程におい

て、どのような品質保証活動を行うのかを明文化する。

澆全ての工程において、従業員が「お客様に約束する品質」の実現のために必要なことを考え、行動する。

潺各工程での品質保証活動が、この品質保証システムに基づき正しく行われているか、機能しているかをPlan→Do→Check→

Actionのマネジメントサイクルで、継続的に確認・検証する。

全社的品質保証システム「明治クオリアス」を制定しました

「明治クオリアス」の構成要素 MEIJI品質
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社 名

英 文 社 名

設 立

資 本 金

本社所在地

従 業 員 数

明治乳業株式会社

Meiji Dairies Corporation

大正6年12月

336億46百万円

東京都江東区新砂一丁目2番10号

4,339名

□食品事業 19社

日本罐詰株式会社

明治油脂株式会社

北海道明販株式会社

東北明販株式会社

東京明販株式会社

東京明治フーズ株式会社

中部明販株式会社

金沢明販株式会社

近畿明販株式会社

中国明販株式会社

九州明乳販売株式会社

株式会社アサヒブロイラー

明治ケンコーハム株式会社

大阪保証牛乳株式会社

四国明治乳業株式会社

東海明治株式会社

千葉明治牛乳株式会社

沖縄明治乳業株式会社

パンピー食品株式会社

□サービス・その他事業 8社

明治飼糧株式会社

フレッシュネットワークシステムズ株式会社

東京牛乳運輸株式会社

株式会社カントラ

株式会社ケー・シー・エス

大蔵製薬株式会社

株式会社明治テクノサービス

株式会社ナイスデイ

代表取締役
取締役会長

代表取締役
取締役社長

専務取締役

専務取締役

専務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役 取 締 役 取 締 役 取 締 役 取 締 役

取 釘 剔 粛 剔

取 締 厄 く゚

取 締 役 取 締 役 取 締 役 取 締 役 取 締 役

取 締 役

取 締 役






